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このようにして、書誌・所蔵データを作っておけば、OPACシステムは、その図書館が持っている情報だけを
表示することによって、これまでと全く同じ機能を提供できる。この極限は、日本で1つだけ書誌・所蔵データを
持ち、すべての図書館はこれを利用すればよい。
ここで、忘れてはいけないのは、基本的には「情報は有料である」ということである。これまで、日本の多くの
大学は、国立情報学研究所（NII）において開発されたNACSIS-CATと呼ばれる目録所在情報サービスから無料で
書誌情報をダウンロードしている。ただ、これは「真の無料」ではない。税金を使って無料にしているという「見
せかけの無料」である。出版社が、自ら出版した書籍等の書誌データを無料で提供することも増えてきているが、
書誌情報作成費用はその書籍等の価格の中に入っており、これも「見せかけの無料」である。「書誌データを作成
することは有料である」ということを肝に銘じておかなければならない。
さて、ここまでの話は、書誌・所蔵データは共有するものの、各図書館における表示はその大学のものだけに
するということであった。これを、協定を結んだ複数の図書館において、書誌・所蔵情報を共有化したらどうな
るであろうか？　ある書籍が、自らの図書館になければ、協定を結んでいるどこの図書館にあるのかが、自らの
図書館内で検索するのと同じ操作で知ることができる。後は、他の図書館にしかないことが分かった場合、書籍
の配送のシステムをどのように実現するかを考えるだけである。
ここでの問題は、協定を結ぶ図書館が、同程度の規模でないといけないことである。そうでないと、win-win
の関係が成立しなくなってしまう。
では、利用者データは、どのようにすればよいのであろうか？　
直観的には、これまでと同様に、各図書館で利用者用のサーバを運用すればよい。しかし、これでは、従来の
サーバ管理の手間を図書館が負わなければならないし、利用者情報は、セキュリティを高く保たなければならな
いので、負担が大きい。
そうであれば、利用者情報もクラウド化してしまうことが考えられる。貸出し冊数、貸出し期間などは、図書
館ごとに異なるものの、パラメータ化できるものである。クラウドシステムについてのセキュリティについて心
配があるかもしれない。しかし、クラウドベンダーもこれは十分に理解しており、クラウドのセキュリティも年々
高まってきている。
このように考えてくれば、1つのクラウド型のOPACシステムを協定を結んだ複数の図書館で共有し、そのク
ラウドシステム内に自らの利用者情報も置いてしまうという姿が見えてくる。これにより、利用者へのサービス
も向上し、システムに関するコストおよび目録作成のコストの削減も可能となる。こんなことの実現を考えたい。
